
役員選任の方法に関する規程

第１章　総　　　　　則

（目　　　的）

第１条�　本規程は、定款第１８条に基づく、役員選任の方法に関する事項を定めることを目的と

する。

（次年度役員候補者選考委員会の設置）

第２条�　法令及び定款第１８条に定める役員の選任に関して、総会における選任に先立つ一切の

準備事項を処理管理するために次年度役員候補者選考委員会（以下選考委員会という。）

を設置する。

（選挙管理委員会の設置）

第３条�　前条に定める選考委員会委員の選挙に関する一切の事項を処理管理するために選挙管

理委員会を設置する。

第２章　選挙管理委員会

（構　　　成）

第４条　選挙管理委員会は理事長、直前理事長、監事２名以上をもって構成する。

　　２．選挙管理委員会の代表委員は監事があたる。

（選挙に関する通知）

第５条　選挙に関する通知は選挙管理委員会の代表委員名の文書で通知するものとする。

第３章　次年度役員選考委員会

（構　　　成）

第６条�　選考委員会は、本会議所在籍３年を超える正会員もしくは、理事を経験した正会員の

うちから、選挙で選出された１０名以内の委員（正会員の１割とし整数未満は四捨五入す

る。）及び理事長、理事長経験者で組織する。

　　２．選考委員会の委員長は理事長があたる。

（選　　　挙）

第７条　選考委員会委員の選挙を８月末までに開催する。

　　２�．選挙権を持つ正会員が、第９条に定める被選挙人の中から３名を連記する一般選挙を

行い、委員を選出する。
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（選　挙　権）

第８条�　正会員は選挙権を有する。但し、１月より６月末までの例会出席率が３０％未満の会員

は選挙権を有さない。

（被 選 挙 人）

第９条�　毎年６月末までに会費を納入した正会員のうち、本会議所在籍３年を超える正会員、

もしくは理事を経験した者を被選挙人とする。但し、１月より６月末までの例会出席率

が６０％未満の会員は被選挙権を有さない。

第４章　次年度役員予定者の選出

（次年度理事役員候補者の推薦）

第１０条�　選考委員会は次年度理事長候補者を総会当日まで責任をもって決定し、総会において

承認を受ける。但し、この場合選考委員中より次年度理事長候補者を選出することをさ

またげない。

　　２�．選考委員会は次年度理事長候補者に諮り、総会において定款第１７条の理事数の範囲内

で理事役員候補者の推薦を行い、総会の承認を受ける。

（次年度理事役員候補者の推薦の権限）

第１１条�　次年度理事長候補者は、次年度の監事候補者を正会員より総会に推薦することができ

る。

　　２�．次年度理事長候補者は、理事予定者より副理事長候補者、専務理事候補者、総務室長・

財務局長候補者を理事会に推薦することができる。

（次年度事業の計画）

第１２条�　次年度理事長候補者は速やかに理事役員予定者を招集し、次年度の事業開催に向けて、

委員会その他の設置、職務分掌などを協議の上決定しなければならない。

　　２�．理事役員予定者は、次年度の事業計画並びに予算を立案審議し、総会の承認を得なけ

ればならない。

（理事の就任）

第１３条�　選任された次年度理事役員予定者は、定款第１８条及び第２１条により、翌年度１月通常

総会で承認を受けることによって正式な本会議所の役員となる。総会において選出され

た理事役員は、理事の中から理事長を選出し、その時をもって理事長は正式に就任する。

（出向役員の選出）

第１４条�　公益社団法人日本青年会議所・東北地区協議会・山形ブロック協議会の役員及び役員

予定者を本会議所より選出する際は、必要に応じて理事会及び総会において承認を得る

ものとする。
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規 程 の 改 廃

（本規程の改廃）

第１５条　本規程の改廃は、総会の決議による。

附　　　　　則

この規程は、平成２３年７月２日より施行する。

この規程は、平成２４年１２月１７日より改定する。
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